
 

（法第 29 条） 

平 成 30 年 度 事 業 報 告 書 

 

                                                 特定非営利活動法人くらしと介護 

１ 事業の成果 

 活動の中心となる高齢者施設情報公開サイト「くらしと介護」の運営はＷＥＢサイト

の内容更新と新規施設掲載作業を就労継続支援事業所に委託することで活動時間の制約

と作業の負担を軽減することができました。また、事業所利用者のパソコン作業のスキ

ルアップに役立ち、入力を修得した方の就職につながりました。 

高齢者施設選びの相談は、アドバイスから施設の紹介まで行い、定期的に開催した相談

会、訪問による相談、電話による相談を合わせて年間 100 件を超え、希望に近い施設に

入居されるケースも増えました。 

地域包括支援センターが主催する町内会や地域コミュニティでの高齢者施設勉強会に呼

ばれて講師を務めました。 

高齢者施設に詳しいＮＰＯ法人として新聞テレビから取材を受けるまで活動の認知度が

上がりました。 

独自に作成している高齢者施設選びガイド本は多くの方から支持され、昨年 11月に改

訂版を 2,000部印刷しました。医療介護関連事業所の配布のほか、医療介護施設の勉強

会などで利用されています。 

 

２ 事業の実施に関する事項 
 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 
事 業 名 

 
事  業  内  容 

実 施 
 

日 時 

 
実 施 場 所       

従事者 
 

の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数      

事業費の 
 

金  額 

高齢者向け
住宅及び施
設等の情報
収集・提供事
業 

高齢者施設掲載サイトの
運営。提携施設の紹介と
利用状況掲載 

通年 インターネット 1人 サイト閲覧
者 
施設運営事
業者 

480,000円 

高齢者相談
支援事業 

施設選び相談会及び出張
相談 
入居サポート 
施設選びガイド本の発行 

通年 無料相談会 
病院 
自宅 
福祉フェスタ
参加 

1人 高齢者 
介護家族 
医療介護従
事者 

332,723円 

高齢者向け
住宅及び施
設等の支援
事業 

高齢者施設の動向調査 
良質サービス提供施設の
紹介 

通年 高齢者施設 1人 高齢者施設
運営者 

0円 

 (2) その他の事業 今年度はその他の事業を実施していません。  

 

 



 

 

計算書類の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 重要な会計方針 

計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年７月 20日 2011 年 11 月 20日一部改正

NPO法人会計基準協議会）によっています。 

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・棚卸資産無 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

・固定資産無 

（３） 引当金の計上基準 

    ・退職給付引当金無 

     従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務に基づき当期末に発

生していると認められる金額を計上しています。なお，退職給付債務は期末自己都合

要支給額に基づいて計算しています。 

    ・給与支払い無 

（４） 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理 

施設の提供等の物的サービスの受入れは，活動計算書に計上しています。 

また，計上額の算定方法は「４．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載

しています。 

（５） ボランティアによる役務の提供 

ボランティアによる役務の提供は，「５．活動の原価の算定にあたって必要なボランテ

ィアによる役務の提供の内訳」として注記しています。 

（６） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は，税込方式によっています。 

 

 

以下に示すものは，想定される注記を例示したものです。該当事項がない場合は記載不

要です。 

なお，認定特定非営利活動法人においては，次の事項については，詳細な表示，注記の

充実を図ることが望まれます。 

・ボランティア等を計上する場合の金額換算方法 

・使途等が制約された寄附金等（対象事業及び実施期間が定められている補助金等を含

む）の内容，使用状況 

・事業費と管理費の按分方法 

・会費の計上方法 

・現物寄附の評価方法 

・関連当事者間取引 



 

２ 会計方針の変更 

  ありません。 

３ 事業別損益の状況 

                                                                      （単位：円） 

科目 

高齢者施設

等の情報収

集・提供事業

費 

高齢者施

設相談支

援事業費 

高齢者向

け住宅及

び施設等

の支援事

業費 

事業部門計 管理部門 合計 

Ⅰ 経常収益       

１．受取会費     0     0     0    0  0 0 

２．受取寄附金 0 0 0 0 0 0 

３．受取助成金等 0 200,000 0 200,000 0 0 

４．事業収益 450,680 720,104 0 1,170,784 0 1,170,784 

５．その他収益 0 0 0 0 0 0 

  経常収益計 450,680 920,104 0 1,370,784 0 1,370,784 

Ⅱ 経常費用       

（１）人件費       

   給料手当 0 0 0 0 0 0 

   臨時雇賃金 200,000 270,000 0 0 0 0 

   役員報酬 0 0 0 0 470,000 470,000 

   人件費計 200,000 270,000 0 0 470,000 470,000 

（２）その他経費       

   業務委託費 40,000 107,460 0 147,460 0 147,460 

   旅費交通費 100,000 100,000 20,306 200,000 20,306 220,306 

   その他経費 310,000 143,223 0 152,000 0 90,474 

  その他経費計 450,000 350,683 0 231,055 70,168 458,240 

  経常費用計 650,000 620,683 20,306 730,515 560,474 1,290,989 

当期経常増減額 ‐199,320 299,421 -20,306 640,269 -560,474 79,795 

 

 

４ 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳 （単位：円） 

内容 金額 算定方法 

 

 

0  

 

 

 

 



 

 

５ 活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳 

                                           （単位：円）    

内容 金額 算定方法 

 

 

0  

６ 使途等が制約された寄附金等の内訳 

  使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。             

（単位：円） 

科目 期首残高 
当期増加

額 

当期減少

額 
期末残高 備考 

協働のまちづくり助

成金 

0 200000 200000  0 助成金の総額は 20 万円で

す。 

      

合計 0 200000 200000 0  

 

７ 固定資産の増減内訳                        （単位：円） 

科目 
期首取得金

額 
取得 減少 

期末取得金

額 

減価償却累

計額 

期末帳簿価

額 

有形固定資産       

 什器備品 0 0 0 0 0 0 

 ・・・・・       

無形固定資産 0 0 0 0 0 0 

 ・・・・・       

投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 

 ・・・・・       

合計 0 0 0 0 0 0 

 

８ 借入金の増減内訳                  （単位：円） 

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高 

長期借入金 0 0 0 0 

役員借入金 200000 0 0 200000 

合計 200000 0 0 200000 

 

 

 

 

 

 



 

 

９ 役員及びその近親者との取引の内容 

  役員及びその近親者との取引は以下の通りです。     （単位：円） 

科目 計算書類に計上された金額 内役員及び近親者との取引 

（活動計算書）   

受取寄附金 0 0 

委託料 0 0 

 活動計算書計 0 0 

（貸借対照表）   

未払い金 0 0 

役員借入金 200,000 200000 

貸借対照表計 200,000 200000 

 

１０ その他特定非営利活動法人の資産，負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状

況を明らかにするために必要な事項 

 

 ・現物寄附の評価方法 

   現物寄附を受けた固定資産の評価方法は，固定資産税評価額によっています。 

 

 ・事業費と管理費の按分方法 

   各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち，給料手当及び旅費交通費につ

いては従事割合に基づき按分しています。 

 

 ・重要な後発事象 

   ありません。 

 

 ・その他の事業に係る資産の状況 

   その他の事業に係る資産の残高はありません。 



 

 

【財産目録の記載例】 

平成 30 年度 財 産 目 録 

平成 31年 3月 31日現在 

特定非営利活動法人くらしと介護 

科目 金額（円） 

Ⅰ 資産の部    

 １．流動資産    

   現金預金    

    手元現金 3284   

    鹿児島信用金庫普通預金 140   

    役員借入金 200,000   

   流動資産合計  203,424  

 ２．固定資産    

  （１）有形固定資産    

     土地 0   

     有形固定資産計 0   

  （２）無形固定資産    

     無形固定資産計 0   

  （３）投資その他の資産計 0   

     利子国債 0   

     投資その他の資産計 0   

  固定資産合計 0   

 資産合計  203,424 203,424 

Ⅱ 負債の部    

 １．流動負債    

   短期借入金 200,000   

   未払金 0   

   預り金 0   

   流動負債合計  200,000  

 ２．固定負債 0   

   固定負債合計    

 負債合計   200,000 

 正味財産   3424 

 



 

 

（法第 29 条） 

 

平成 30 年度 年間役員名簿 

平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 

 

                                         特定非営利活動法人くらしと介護 

 

 

役職名 

 

氏   名 

 

住 所 又 は 居 所 

 

就任期間 

報酬を受けた 

 

期    間 

 

理 事 

 

田中哲郎 

 

省略 

30年 4月 1日 

～ 

31 年 3月 31日 

な   し 

 

理 事 

 

東 光一 

 

省略 

30年 4月 1日 

～ 

31 年 3月 31日 

 

な   し 

 

理 事  

 

有馬佳代子 

 

省略 

30年 4月 1日 

～ 

31 年 3月 31日 

 

な   し 

 

監 事 

 

吉富武一郎 

 

省略 

30年 4月 1日 

～ 

31 年 3月 31日 

 

な   し 

 

 

 

 


